


Ⅱ.事業概要

事業概要 789/800字

Ⅲ.事業の背景・課題
(1)新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰により深刻化した社会課題 652/800字

事業対象者：
（助成で見込む最終受益
者）

直接的な受益者は熊本に住む女性。若者や子育て女性、パートタイマーなどの
非正規雇用女性を中心とした就労支援が必要な方。また、中間受益者として、
地域や企業を想定。最終受益者には子育て女性の支援を通じて、これからの未
来を創る子供たちも含まれる。

事業対象者人
数

2,000人
実施時期 (開始) 2023/2/1 (終了) 2024/3/31 対象地域 熊本県

コロナ禍で、環境は変化してるが、その中で苦しんでいるのは多くの女性たちである。長期化した学校の休校等で、余儀なく離職を選んだ女性たち（特にひとり親）
にも、物価高騰による追い討ちで、預金を切り崩す生活で将来への不安を余儀なくされている。これらを背景に女性の貧困世帯の顕在化が加速している。一方、産業
の人材不足は深刻で、例えば、過疎地域では飲食や観光産業が主要産業であり、コロナ禍、県南の豪雨災害、産業の一時衰退での人口流出による人材不足や、方や、
熊本県北地域の海外大手半導体製造工場進出による、人材の争奪戦激化による人材不足が発生している。また、コロナ禍で都会ではオンラインワークへの切り替えが
進み「働き方」や「暮らし方」が大きく変わってきているが、地方ではまだまだその変化に対応しきれていない。
この悪循環を断ち切るためには、県内各地域で女性の働き方でネックとなる子育てや介護をサポートする支援や、パートターマーで不安定な働き方をしている女性の
ライフデザインをサポートして目標に向かって寄り添う支援、または、地域の若者（女性）を盛り上げて域外流出を思いとどまるような施策の展開、女性自身の意識
だけでなく、環境や企業の多様な働き方理解・女性理解促進も重要であると考えている。大きくは、地域の女性自身も含めた無意識の「働けないといった思い込み」
（アンコンシャスバイアス）を断ち切りたい。長期的な視野で変革を進めていく必要があり、ついては、本事業で、顕在化した女性貧困を踏まえコロナ禍プラス物価
高騰の煽りを受ける女性の離職や継続した社会参画支援を行う。今後、子育てや介護支援等の環境整備、企業内の多様な働き方導入サポート支援等、本事業外への波
及効果を検証しつつ地域課題解決を行うことで、長期的な目標である「地域に存在する女性及び男性の無意識の思い込み」改善にも大きく進展すると考える。

・コロナ禍で県南過疎の飲食・観光が主要産業である地域で労働者の多くが女性であった、その女性たちが職を失い、更なる価格高騰等で仕事と生活に不安を抱えている。
・コロナ禍で休校や学校に行けなくなった子供の世話のために、女性（特にひとり親）が働く時間を短くしたり、パートタイマーへの転換をしたり、辞めたりするケースがでてきた。
・コロナ禍で県外等に流れた若者が多く、さらに熊本県南地域は豪雨災害も相まって若者が流出している。
・コロナ禍での就労状況の悪化を見て地域の就職を選ばない若者が増えている。
・高齢者の介護も女性が担っており、その多くがコロナ感染を警戒して外に出れずに離職した女性も多い。
・コロナ禍でその学校が休みになる中、パートで働いている企業に対し罪悪感を抱き退職することを選択するケースがある。
・女性の中の子育て・家事＝自分の仕事という意識が根強く就労から遠ざかってしまう。
・コロナ禍で大きく「働き方」や「暮らし方」が変わってきたが、地方では、その変化に対応しきれておらず、不安で家に引きこもり生活を送り、社会参画から離れるケースも続出している。
・コロナ禍に追い討ちで、物価高騰はひとり親世帯など脆弱性を抱える方への影響が出始めているが、相反して所得は低くなり影響が大きい。
・都会にでた女性が結婚子育てでワンオペ育児となり、ひとり親となって地元に戻るケースも少なくない。地元に戻った女性が生き生きと働けるそんな支援や仕組みが必要でありながら、コロ
ナの影響もあり行政の支援が行き届かない。



(2)新型コロナ及び原油価格・物価高騰対応支援枠の助成申請に至った理由 199/200字

Ⅳ.事業設計

(1)短期アウトカム 100字 実施・到達状況の目安とする指標 100字 把握方法 100字 目標値/目標状態 100字 目標達成時期 100字
申請カウント：2023年3月公募
時
支援数：2024年3月終了時

2_熊本県南を中心とした熊本県地域で、支援を受けて社会参画の第一歩の段階
を踏み出す女性が増える（就労意識の変革）

実行団体の支援する女性の就業者数
パートからのキャリア支援の受講者の数

実行団体の支援数 200人 2024年3月終了時

現在行われている女性支援は地域ごとのコミュニティから生まれた小さな活動で、継続していくことが難しい。この休眠預金活用事業を利用して、継続できる事業への転換の覚悟と専門家支援
によるアイディアや仕組みをとして動かすことが、女性支援には必要不可欠であり、より、地方ではコロナ、物価高の影響が大く、一刻も早い、実行団体の新しい活動への環境整備とそれによ
る事業継続が図られることが地域にとって重要だと考えた。

1_熊本県の子育てプロモート支援事業の支援者や県内各自治体で実施している
未来塾の起業家の事業が継続でき、女性の支援活動が様々な分野でスタートす
る

実行団体の申請数
実行団体の支援者数

実行団体の申請数カウント
実行団体の支援数

30団体
100人

3-1_女性の働きやすい環境整備（テレワークへの取り組み企業増、フェムテッ
クの導入など）で女性の働き方や企業での定着が変化する（企業との連携）

実行団体の支援する企業の女性就業数 実行団体の支援数 400人 2024年3月終了時

3-2_女性の働きやすい環境整備（子育て支援では預かりに加えて学校閉鎖時の
サポートや習い事支援、介護、理美容や病気予防の支援）で女性の働き方や企
業での定着が変化する（企業との連携）

実行団体の登録者数・利用者数 実行団体の支援数 350人 2024年3月終了時

4_ひとり親への生活支援（衣食住の支援に加えキャリアアップやBPO事業展開
等継続事業へと移行）により、ひとり親の選択肢が広がる（精神的支援）（就
労意識の変革）

実行団体のサービス利用者数 実行団体の支援数 350人 2024年3月終了時

5_企業との間に入り解決を図るためのジェンダー平等への啓発セミナーや無意
識の思い込みへの気づきを促す、企業研修や女性自身の変革を促す支援（相談
窓口や居場所からのステップアップ）により女性のエンパワーメントが発揮さ
れる（就労意識の変革）（企業との連携）

実行団体の登録者数・利用者数 実行団体の支援数 400人 2024年3月終了時

6_女性同士の連帯を推進し孤立の解消、互助推進ネットワークの構築（精神的
支援）

実行団体の相談機能利用者・登録者数
オンライン相談者数
ネットワーク数

実行団体の支援数 200人 2024年3月終了時



100字 実施・到達状況の目安とする指標 100字 把握方法 100字 目標値/目標状態 100字 目標達成時期 100字
1_女性の起業相談、起業家のマネタイズ支援の育成や、ソーシャルビジネスサ
ポートセミナー実施等、起業家育成に関わるプログラムの実施

起業家相談・育成サポート数
セミナー実施数
プログラム利用数

起業家相談・育成サポート数の
カウント
セミナー実施回数
プログラム利用人数

起業家相談・育成サポート数の
カウント 80
セミナー実施回数 10
プログラム利用人数 100

2024年3月終了時

2_女性活躍推進を行うためのキャリアアップ支援開発や、転職やテレワークへ
の転換相談、就労支援の実施

開発のため調査数
キャリア相談数
就労者数

開発のため調査数のカウント
キャリア相談数のカウント
キャリア相談で有効回答割合
就労者数のカウント

開発のため調査数のカウント
100
キャリア相談数のカウント
150
キャリア相談で有効回答割合
80％
就労者数のカウント 50

2024年3月終了時

3-1・3-2_若者を中心とした女性への地域就労への期待を盛り上げるキャリア支
援や、プログラム開発等を実施

キャリア支援開発のための調査数
プログラム実施数
参加者数

キャリア支援開発のための調査
数のカウント
プログラム実施回数
参加者数のカウント

キャリア支援開発のための調査
数のカウント 100
プログラム実施回数 10
参加者数のカウント 50

2024年3月終了時

3-1_企業へのフェムテックの導入等、女性の身体的離職を防き、認知を広める
活動

企業訪問数
企業への導入・サポート数
啓発セミナー回数

企業訪問数のカウント
企業への導入・サポートのカウ
ント
啓発セミナー実施回数
セミナー参加のカウント

企業訪問数のカウント 100
企業への導入・サポートのカウ
ント 20
啓発セミナー実施回数 10
セミナー参加のカウント 400

2024年3月終了時

3-2_女性の未病（メンタル含む）を見据えたプログラムの開発や実施により、
活き活きと社会参画できるサポートを実施

開発のための調査数
セミナー実施数
プログラム実施数
プログラム参加者数

開発のための調査数のカウント
セミナー実施回数
プログラム実施回数
プログラム参加者数のカウント

開発のための調査数のカウント
200
セミナー実施回数 20
プログラム実施回数 10
プログラム参加者数のカウント
100

2024年3月終了時

3-2_女性の仕事と家事の両立支援として、地域の女性たちの家事サポートでの
掃除や食事、子供の習い事送迎等に取り組むプログラムを開発・実施

支援実施数
支援利用者数
開発のための調査数

支援実施回数
支援利用者数のカウント
開発のための調査数のカウント

支援実施回数 100
支援利用者数のカウント 100
開発のための調査数のカウント
200

2024年3月終了時

4_ひとり親をはじめとする女性のキャリアアップ支援としてのプログラムやア
セスメントの開発、または就労支援やサポート等を実施

参加者数
開発のための調査数

支援実績数のカウント
参加数のカウント
調査数のカウント

支援実績数のカウント 200
参加数のカウント 100
調査数のカウント 300

2024年3月終了時

(2)-1アウトプット（資金支援）



4_ひとり親となり地域へ戻ってきた女性に対する調査や支援プログラムの開
発・実施

開発のための調査数
セミナー実施数
プログラム実施数
プログラム参加者数

開発のための調査数のカウント
セミナー実施回数
プログラム実施回数
プログラム参加者数のカウント

開発のための調査数のカウント
100
セミナー実施回数 20
プログラム実施回数 5
プログラム参加者数のカウント
100

2024年3月終了時

4_子育て支援として、ひとり親世帯を中心とした、貧富の差をなくす学習指導
や、不登校時の学習支援等のプログラム開発や実施

プログラム参加者数
開発のための調査数

プログラム参加者数のカウント
開発のための調査数のカウント

プログラム参加者数のカウント
50
開発のための調査数のカウント
200

2024年3月終了時

4_子育て支援としての食事サポート（子ども食堂等だとしても、ひとり親を世
帯を中心として、仕事と家庭の両立支援のプログラム開発となるコンテンツ）
の開発や実施

コンテンツ開発調査数
コンテンツのプレ実施数
プレ実施に参加した人数

コンテンツ開発調査数のカウン
ト
コンテンツのプレ実施回数
プレ実施に参加した人数のカウ
ント

コンテンツ開発調査数のカウン
ト 200
コンテンツのプレ実施回数
10
プレ実施に参加した人数のカウ
ント 100

2024年3月終了時

5_企業との間に入り課題となっている案件の解決を図る企業研修や女性自身の
変革を促す支援プログラム（相談窓口や居場所からのステップアップ）の開
発・実施

プログラム開発数
プログラムのプレ実施数と実際の実施数
参加者数

プログラム開発数のカウント
プログラムのプレ実施数と実際
の実施回数
参加した人数のカウント

プログラム開発数のカウント
30
プログラムのプレ実施数と実際
の実施回数 50
参加した人数のカウント 400

2024年3月終了時

6_ワンオペ育児の解消や子育て・介護ケアワークのために心身ともに疲れ切っ
た女性への、居場所等の提供から、悩み相談を受け、女性自身の囚われた先入
観からの解放や、エンパワーメントを醸成する活動

居場所への参加者数
啓発セミナー・相談数
実施前後の変化調査

居場所への参加者数のカウント
啓発セミナー回数
相談件数
実施前後の変化調査で変化した
人割合

居場所への参加者数のカウント
50
啓発セミナー回数 5
相談件数 50
実施前後の変化調査で変化した
人割合 80％

2024年3月終了時

6_女性自身の身体・心身ケアサポートのプログラム開発や実施 プログラム参加者数
開発のための調査数
両立支援の効果測定

プログラム参加者数のカウント
開発のための調査数のカウント
両立支援の効果測定で有効者の
割合

プログラム参加者数のカウント
50
開発のための調査数のカウント
400
両立支援の効果測定で有効者の
割合 80％

2024年3月終了時



100字 実施・到達状況の目安とする指標 100字 把握方法 100字 目標値/目標状態 100字 目標達成時期 100字
1・3-1_実行団体が弱い事務的処理（経理処理）へのITサポート・導入支援の実
施

IT遠隔サポート数
ITサポート利用団体数

IT遠隔サポート数 50
ITサポート利用団体数 5

事務処理（経理処理）の遅れな
い書類の提出ができる状態

2023年9月

1・3-1_スプレッドシートを用いた実行団体との進捗の共有 初回の集合研修時、全実行団体への使用導入 スプレッドシートの使用確認 実行団体の進捗がタイムリーに
把握できる状態

2023年4月スタート時

2・3・4・5_集合研修のネットワーク構築が可能団体に対するハブ的な活動を実
施。
例）個別団体訪問等の実施
ZOOMランチ会等の実施

個別交流会数 個別交流会数 10 更なる連携や各団体の交流が始
まる状態

2024年3月終了時

2・5_コミュニケーションツールアプリ Miroの利用でネットエアー区構築を活
性化

実行団体のMiroの使用 Miroの書き込み確認 進捗の開示とネットワークの構
築がよりやりやすい状態

2024年3月終了時

1・5_MVV（ミッション・ビジョン・バリュー）等の「組織基盤強化」の支援。
並びに人的基盤の確立、継続した事業計画書作成等の支援

MVV、事業計画書作成のサポート サポート数
実行団体の実行数

MVVへの共有ができ、この1年
後の事業計画が全ての実行団体
で立てられる状態

2024年3月終了時

6_課題に共感する住民や団体（NPO・企業・行政等）をつなげ るネットワーク
活動、実行団体の積極的な情報発信を行う

情報発信を行うFBやインスタ（SNS）の整備 SNS投稿数 各実行団体トピックをそれぞれ
10投稿

2024年3月終了時

1・2・5・6_実行団体の事業継続のための事業化支援、助成金等の獲得などの出
口戦略策定支援

事業化事例の紹介・スキーム構築支援
団体間連携
助成金申請支援

事例数
団体数
事業数

10事例
10団体
3事業

2024年3月終了時

(2)-2アウトプット（非資金的支援）



(3)-1活動（資金支援） 200字
42/200字

39/200字

47/200字

33/200字

48/200字

32/200字

52/200字

29/200字

67/200字

60/200字

55/200字

65/200字

37/200字

32/200字

0/200字
0/200字

時期
ひとり親に対するキャリアアップ相談窓口の開設、現状調査、キャリアアッププログラム実施 2024年3月終了時

地域の女性の特質（過疎地域や人材争奪地域）の把握、地域就労促進プログラムの実施 2024年3月終了時

パートタイマーでの不安定な働き方やダブルワーク・トリプルワークからのライフキャリアデザイン支援 2024年3月終了時

企業からの女性の身体的障壁による離職をなくすための知識等の認知を広める（フェムテック開発や導入等を実施） 2024年3月終了時

女性の心身の健康維持の推進のため、困り感調査や相談窓口開設 2024年3月終了時

女性の継続就労や働き方に影響のある、ひとり親家庭や不登校児の学習支援等のニーズ調査、ライフデザインへの影響を少なくするプログラムの実施 2024年3月終了時

テレワーク実施のためのITスキルアップ支援、企業へのDX支援の実施 2024年3月終了時

ソーシャルビジネス起業支援のためのセミナーの実施、女性起業家への継続的かつ伴走的なサポートの実施 2024年3月終了時

過疎地域のひとり親Uターン者の現状把握調査、支援プログラムの実施 2024年3月終了時

女性自身の社会参画意欲を醸成するのためのコミュニケーション機会・場所の提供 2024年3月終了時

女性自身が身体・心身ケアを行えるようなセルフケアプログラムの実施 2024年3月終了時

女性のワーク・ライフ・バランスを維持するためのリスクのポイント調査、ニーズを踏まえた家事サポートや・子育てサポートの実施 2024年3月終了時

就労やキャリアデザインの支援ニーズ把握に基づく、子ども食堂等を活用したサポートや女性自身のエンパワーメント醸成 2024年3月終了時

ワンオペレーション育児を担う女性の相談窓口設置、コロナ禍等の外的環境の困り事の相談、また、介護等で疲れ切った女性たちの居場所づくり 2024年3月終了時



(3)-2活動（非資金的支援） 200字

36/200字

55/200字

64/200字

61/200字

60/200字

23/200字

62/200字

97/200字

0/200字
0/200字

時期

実行団体の事務作業スキルの把握。事務処理の時間短縮のためのIT効率化支援 2023年9月

実行団体への「共通の使命目的」「誰のために支援するのか」等明確なミッション・ビジョン・バリュー（価値）へと落とす伴走支援 2023年9月まで

実行団体の出口戦略を見据えた事業計画作成支援。 2024年3月終了時まで

資金分配団体が有する地域の行政をはじめとしたネットワークの活用。社会課題解決に向けた各行政機関との情報共有、協働を推進する。 2024年3月終了時まで

スプレッドシートの共有等ITツールによるプロジェクトの進捗の共有。また、進捗が遅れている団体への素早いサポート 2023年4月実行スタート時

団体訪問時やZOOMランチ会の開催。ステークホルダー等他団体への呼びかけも行い、コミュニケーションを取り、ネットワークを構築する 2023年4月〜2024年2月の期間

実行団体連携強化のためのWEB上でのコミュニティ醸成（miroを利用予定）。アイディア共有を行い、他団体とのコラボ連携推進 2023年4月実行スタート時

地域ステークホルダーであるNPO団体や企業（熊本県内「よかボス企業」（熊本県認定）1000社のネットワーク企業・団体との連携のため積極的に
情報発信・提供を行い、継続事業へのコラボレーションを図る

2024年3月終了時まで



Ⅴ.実行団体の募集
(1)採択予定実行団体数 10団体

(2)１実行団体当たり助成
金額

300万〜1,000万枠：5団体（平均700万円想定）
1,000万〜1,500万枠：5団体（平均1,300万円想定）

(3)申請数確保に向けた工
夫

現在、熊本県の事業で「子育てプロモート支援事業」等で掘り起こした団体への事業構築・継続支援の呼びかけ、熊本県内地方自治体の行っている地方創生のための
第二創業・起業支援等の受講者への呼びかけ、これまでの繋がりのある女性支援団体のネットワークへの呼びかけ

(SINKa対応部分）
・2021年度採択の通常枠では説明会に120を超える団体の参加を得て、30件の応募があった。
・当法人はコロナ禍での必要な支援策を検討するにあたり、九州全域に休眠預金アンケートを実施し、NPO法人、市民公益活動団体等に計5回、のべ576団体より回
答を得ており、申請数は一定程度確保できる。5回目には213件の回答があり、休眠預金への質問や相談を多数受けている。併せて女性向けアンケート調査実施。
・「九州休眠預金実践経営戦略会議」を過去29回開催し、九州各地の本事業推進に係る関係者・市民の理解醸成に努めるとともに、本事業への参画を呼びかけ。それ
に伴い、鹿児島・大分・熊本・宮崎・長崎などを訪問し、実情をヒアリングして実行団体と中小企業とのマッチングを増やし、民間公益活動の裾野を広げ申請に向け
て調整を実施。
・既存のネットワーク（メルマガ、フェイスブック等のSNS）のべ約13,000人への広報。子育て情報誌・女性支援団体・NPO支援センターとの連携。
・公募説明会→申請書の書き方勉強会→事業概要フォーマット事前提出を受けての個別相談という手順により申請掘り起こしと共に内容のレベルアップを図る。
・九州で資金分配団体として採択されている、九州経済調査協会と連携し、彼らのネットワークにも周知を図る。

(4)予定する審査方法
 (審査スケジュール、審
査構成、留意点等）

・審査スケジュール
実行団体公募 2023年2月〜3月 実行団体採択 2023年3月

・審査構成
応募多数の場合、事務局による書類審査を実施
コンプライアンス上の問題がないことを確認の上、経験・学識を有する外部有識者5名程度を審査委員として任命する。
女性活躍支援、ファンドレイジング、社会公共活動の分野を中心に選定予定。
評価に当たっては、資金分配団体公募要領にある選定基準を基に、事業内容が評価として適宜反映されるよう設計した評価基準により審査委員が採点を実施する。
必要に応じ、書面による審査に加えて、現地視察を行い、書面のみならず実行団体からのプレゼンテーションを行ってもらい、最終評価を確定させる。
なお、オンラインでの審査も経験済みである。その際は、審査員への事前説明及び審査打合せを随時実施する。資料は審査終了後審査コメントと共に回収する。

・留意点
申請内容はもちろんのこと、実施可能な組織・計画であるか、また、単なる資金調達目的での申請ではないかを確認して決定する。
ガバナンス・コンプライアンス、事業の妥当性、実行可能性、継続性などを重視し、また地域特性、団体の課題解決に係る熱意も確認する。
ガバナンスに関しては、非営利組織評価センターのガバナンスチェックリストなどを説明会等で提示し、理解と実践に努めてもらう。









Ⅶ.関連する主な実績

(3)想定されるリスクと管理体制

・想定されるリスク
事業を的確かつ公正に実施できる運営・管理体制

・リスクに対する管理体制
運営においては専任担当を置き、コンソーシアム構成団体とも連携して事業推進に当たる。
ガバナンス・コンプアイアンスについては、実行団体の時に整備した規程等の運用により適切に統制を行う。

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無

①コロナウイルス感染症に係る事業

   ②-2前年度に助成した団体数 19    ②-3前年度の助成総額 30,400,000

本事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定
も含む）

無
有の場合
その詳細

②-1その他、助成金等の分配の実績

当社は資金分配団体としての実績はない。そのため、休眠預金事業において、通常（SB）枠・コロナ枠資金分配団体として実績のある一般社団法人SINKaを構成団体としてコンソーシアムを
組成する。
（以下SINKa実績）
・2020年度採択の休眠預金等活用制度に基づく「福岡子ども若者、困窮者応援笑顔創造事業」を実施（2021年3月~2022年3月）
実行団体との協働により、子ども若者、ひとり親世帯・困窮家庭、子育て中の親、養護施設入所・退所者、発達障害者等に対し、食支援、オンライン学習支援、就労支援など多様な支援を実
施。社会的脆弱性を抱える方に対して、ふれあい・交流・コミュニティ構築により居場所と出番づくりにつなげる。助成終了後の出口戦略へ向けて事業開始当初から実行団体への支援を継続し
て行うことで、休眠預金実行団体へ4団体が応募し、1団体が採択（3団体未定）、1団体が他助成金に採択されている。また、NPO法人にあっては認定（認定NPO法人制度）へ取り組みを進め
ている団体もある。

・2020年7月豪雨復興支援、2021年8月豪雨に際して、HP、SNS等を通じて広報し、支援金を集め、活動団地支援金として分配及び伴走支援を実施。
・2021年度は、福岡子ども応援プロジェクト〜コロナ禍でもチャレンジ！〜を立ち上げ、SINKa基金に支援金を集め、福岡の活動団体に分配。

・2021年度採択の休眠預金等活用制度に基づく「SB第3世代による九州位置（地域）価値創造事業」を推進中（2022年3月〜）
実行団体と協働して、九州地域においてSBが地域の社会課題解決の手法として市民に認知され、社会的起業家が地域において継続的に輩出されるよう人・モノ・金・情報という地域資源を見
直し、社会的起業家の事業推進に必要な組織基盤整備（目標設定、人材育成、資金調達等）や地域住民や企業・団体等パートナーとのマッチング等環境整備支援を行う。

本事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） 無
有の場合
その詳細

本事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）を受
けていない。

受領無
※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参
照）



(2)事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等

（SINKa実績）
〇参加者評価型（SDGｓ）ビジネスプランプレゼンテーションの開催（毎月開催）
〇ソーシャルビジネス・SDGs研究会の開催（毎月開催）
参加者がプレゼンして他者からの評価、自己評価を繰り返しながら成長を促す。これらを通じて、人、事業、組織を100以上輩出してきている。
〇九州休眠預金実践経営戦略会議の設置・開催
休眠預金に関連する団体間の情報交換及び実行団体となり得る団体の掘起しや育成を目的とした会議を設置し、県内外の関係者との連携を進めている。個別相談も実施。
〇福岡県NPO・ボランティアセンター運営業務（2020年度）
当該センターの施設運営及び相談対応（伴走支援）常設の県域センターとして設立・認証に係る相談から協働、事業運営管理までをワンストップで対応。
〇遠賀町（福岡県）起業支援施設運営業務（2017年度〜現在）
当該施設運営全般、起業支援に係る交流会、セミナーの開催、起業支援相談対応（伴走支援）。
〇NPO法人等の個別支援実施実績
NPOの個別支援事業の実績を有しており、事業型NPO育成事業 NPOマネジメント強化プロジェクト（福岡県）においては、NPOマネジメント強化セミナーの開催、NPOビジネスプランコン
テストの開催及び個別支援を50団体に対して実施。県が行うＮＰＯ・ボランティアの支援（業務委託）に係る事業実施及び事業展開にあたって助言指導を行った。
〇社会的インパクト評価普及・啓発
当法人は内閣府が主管する社会的インパクト評価実践研修の一環として社会的インパクト評価に係る研究会を開催した。
・ソーシャルビジネス（以下SB）研究会【社会的インパクト評価ネットワークが必要な訳？〜個々のロジックモデルから見える価値、未来への存在意義とやりがい〜】2017年4月11日
また、日本財団と一般財団法人非営利組織評価センターが推進している第三者組織評価に係る研究会を開催。
・SB研究会【第三者組織評価制度】説明会2018年1月9日
・【非営利組織の第三者評価説明会in福岡』】2020年2月18日




